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そ

した上で、市のホーム

の

ページに
掲載しました

他

。

Ａ：成果があがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

財政

種

情報充実事業

企画部　

類

財政課

00－xxxx ハxx－xx0000 ○ ー ●

11 市民と市がコミ

ド

ュニケーションを重ね

ソ

、相互の信頼関係を深

フ

めるために
行政改革の

ト

01 市民と市がコミュ

根

ニケーションを重ね、

拠

相互の信頼関係を深め

法

るために
位置付け

01

令

行政情報の共有

市民

□

等

□ □ □

多くの財政情報

対

がわかりやすく公表さ

象

れ、市の財政規模をは

・

じ 市民が財政状況の理

受

解を深めるため、予算

益

・決算書などの資料
め

者

、目的別・性質別予算

事

決算の状況や各種財政

業

指標など、市民 の充実

期

に努めます。
が見てわ

間

かりやすい内容となっ

委

ています。

わかりやす

託

い財政資料の種類 種類

、

平成21年度：決算を

協

グラフや指数で解説し

働

た資料、平成22年度

【

：家計に例えた資料

2

委

3 3 3 3 3 3

2 3 3

情

託

報提供の充実度 ％

平成

：

20年度を100％と

3

して、わかりやすい財

セ

政情報提供を拡大し、

ク

情報提供に努めます。

・

110 120 120 1

財

20 120 120 12

団

0

110 120 120

企

①：予定どおり

予算の

業

内容を家計に例えたり

Ｎ

、平易な表現やイラス

Ｐ

トを用いて解説した資

Ｏ

料を一新し内容を充実
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位

報の検公表する情報の

施

検公表する情報の検公

策

表する情報の検

討、予

へ

算・決算情討、予算・

の

決算情討、予算・決算

貢

情討、予算・決算情討

献

、予算・決算情討、予

高

算・決算情討、予算・

市

決算情

報の公表 報の公

民

表 報の公表 報の公表 報

満

の公表 報の公表 報の公

足

表

0 0 0 0 0 0 0

0 0

度

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

を

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

高

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

め

0 0 0

－ － －

0.35

る

0.35 0.35 0.

方

35 0.35 0.35

策

0.35

0.00 0.

業

00 0.00 0.00

有

0.00 0.00 0.

効

00

2,925 2,8

性

91 2,837 2,8

継

06 2,806 2,8

続

06 2,806

2,9

に

25 2,891 2,8

よ

37 2,806 2,8

る

06 2,806 2,8

成

06

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

図

果

表を中心にした資料や

向

より平易な表現や身近

上

な例、イラスト等を使

の

い、幅広い年齢層に向

可

けて財政情報を提供す

能

るとともに、
内容の検

性

討を進め、よりわかり

低

やすい資料の提供を目

そ

指します。

予算、決算

の

などの資料の中に、市

他

の財政を民間企業の会

事

計に置き換えた資料等

業

を順次追加して、財政

の

状況をよりわかりやす

目

いも
のにします。

市の

的

財政に対する市民の関

､

心が高まっている中、

対

市の財
政状況について

象

わかりやすい情報を提

､

供することにより
、財

内

政の課題について市民

容

と情報の共有化を図っ

分

てまい
ります。

高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民から数字を主体と

出

した財政資料ではわか

総

りにくいと
●□ いう意

合

見があり、よりわかり

評

やすい情報提供が求め

価

られ

□ ています。 ○
□

市

□ 市民がみてもわかり

民

やすい財政資料を提供

ニ

することによ
●■ り、

ー

市の財政に対する理解

ズ

が進みます。

■ ○
□
■

高

市民に対して図表や身

事

近な例を用いた情報提

業

供を行うこ
●

□ とは行

目

政の説明責任であり、

的

また、市民と財政情報

の

の共
○

□ 有化を進める

達

ことにより、行政運営

成

に市民の理解が進み
○

状

□ ます。

□ 市民の理解

況

を進めるため、従来か

必

らの資料に加えて、図

要

○
□ 表やグラフを使っ

性

た資料を作成するなど

市

、資料の作成方
●

□ 法

の

に工夫が必要となりま

関

す。
○

■

予算や決算だ

与

けでなく、財政全般に

の

ついてわかりやすい資

必

料の内容を充実してい

要

くことが必要です。
ま

性

た、健全化比率や財務

低

諸表などの新しい数値

事

についても、その活用

そ

方法の検討が必要です

の

。

公表する情報の検公

他

表する情報の検公表す

上

る情報の検公表する情
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展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

決算をグラフや指数で解説した資料 予算の内容を家計に例えたり、平易 予算の内容を家計に例えたり、平易
を作成し、市のホームページに掲載 な表現やイラストにより親しみ易く な表現やイラストを用いて解説した
しました。 した上で内訳や指標をグラフにより 資料を一新し内容を充実した上で、

解説した資料を作成し、市のホーム 市のホームページに掲載しました。
ページに掲載しました。

予算

５

や決算だけでなく、財

.

政全般に 予算や決算だ

事

けでなく、財政全般に

業

予算や決算だけでなく

展

、財政全般に
ついてわ

開

かりやすい資料の種類

の

を増 ついてわかりやす

経

い資料の内容を充 つい

緯

てわかりやすい資料の

平

内容を充
やして行くこ

成

とが必要です。 実して

2

行くことが必要です。

1

実していくことが必要

年

です。
また、健全化比

度

率や財務諸表などの ま

事

た、健全化比率や財務

業

諸表などの また、健全

分

化比率や財務諸表など

平

の
新しい数値について

成

も、その活用方 新しい

2

数値についても、その

2

活用方 新しい数値につ

年

いても、その活用方
法

度

の検討が必要です。 法

事

の検討が必要です。 法

業

の検討が必要です。

拡

分

大して継続 拡大して継

平

続 拡大して継続

予算、

成

決算などの各資料の中

2

に、市 予算、決算など

3

の各資料の中に、市 予

年

算、決算などの資料の

度

中に、市の
の財政を民

事

間企業の会計に置き換

業

え の財政を民間企業の

分

会計に置き換え 財政を

進

民間企業の会計に置き

捗

換えた
た資料等を追加

状

して、財政状況をよ た

況

資料等を順次追加して

主

、財政状況 資料等を順

な

次追加して、財政状況

取

を
りわかりやすいもの

組

にします。 をよりわか

と

りやすいものにします

成

。 よりわかりやすいも

果

のにします。

行政改革

検

事業 行政改革事業 行政

証

改革事業

結果

平成23年度への



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

刊行

種

物の作成適正化事業

総

類

務部　行政総務課

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
01 行政情報の

等

共有

平塚市庁内印刷物

対

取扱要綱

職員、市民

□

象

□ □ □

市が発行する刊

・

行物の作成や提供方法

受

の見直しを行い、的確

益

な 市が提供する情報と

者

媒体の適正化を図るた

事

め、市が発行する刊
手

業

段により、情報提供が

期

行われています。 行物

間

の見直しを行います。

委

ホームページによる閲

託

覧可否の調査、促進 回

、

－

- 1 1 1 1 1 1

1 1

協

1

ホームページで内容

働

が閲覧できる刊行物の

【

件数 件

－

75 85 12

委

0 120 120 120

託

71 104 110

①：

：

予定どおり

「平塚市庁

3

内印刷物取扱要綱」に

セ

より、庁内及び外部発

ク

注にて作成した印刷物

・

（刊行物）の適正な作

財

成による省資源・省コ

団

スト
化の推進を図ると

企

ともに、市民の利便性

業

向上のための情報提供

Ｎ

の充実を図りました。

Ｐ

Ａ：成果があがった

Ｏ



2 頁

位

報提供、市

括頒布に向

施

けた刊政情報コーナー

策

で政情報コーナーで政

へ

情報コーナーで政情報

の

コーナーで政情報コー

貢

ナーで政情報コーナー

献

で

行物リスト作成 の頒

高

布の検討 の頒布の検討

市

の頒布の検討 の頒布の

民

検討 の頒布の検討 の頒

満

布の検討

0 0 0 0 0 0

足

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

度

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

を

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

高

0 0 0 0 0 0

－ － －

0

め

.35 0.30 0.2

る

0 0.27 0.27 0

方

.27 0.27

0.0

策

0 0.00 0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0 0.00

2,925

効

2,478 1,621

性

2,165 2,165

継

2,165 2,165

続

2,925 2,478

に

1,621 2,165

よ

2,165 2,165

る

2,165

● ○ ○ ○ ○

成

○ ○

刊行物の電子化に

果

よる印刷物削減の推進

向

を引き続き行うことと

上

し、現状規模での継続

の

とします。

現在印刷物

可

として市民に提供して

能

いる刊行物については

性

、その印刷枚数総量を

低

減らすとともに、市の

そ

ホームページなどの電

の

子媒
体を利用した提供

他

の促進を図ります。

刊

事

行物を含む印刷物作成

業

の適正化をさらに進め

の

るととも
に、電子媒体

目

を利用した市民への情

的

報提供の手法を検討
し

､

ていく必要があると考

対

えます。

象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

刊行物を含む印刷物の

出

適正な作成が行われる

総

ことにより
●□ 、省資

合

源・省コスト化が進み

評

ます。

□ ○
■
□ 要綱の

価

作成は、刊行物を含む

市

印刷物の印刷総量の抑

民

制と
●□ 、刊行物情報

ニ

を市民に効率的に提供

ー

していくことについ

□

ズ

て有効な手段であると

高

考えます。 ○
■
■ 刊行

事

物の適正な作成を進め

業

ることは、行政事業と

目

して妥
●

□ 当なもので

的

あると考えます。
○

□

の

○
□
□ 刊行物の作成適

達

正化の事業自体が効率

成

的であるかの判断
○

□

状

は難しいと考えます。

況

○
□

●
■

刊行物を含む

必

印刷物の取扱いについ

要

ては、「平塚市庁内印

性

刷物取扱要綱」に基づ

市

いて行われるよう、今

の

後とも庁内への周知を

関

進
めていく必要があり

与

ます。

ホームページ等

の

にホームページ等にホ

必

ームページ等にホーム

要

ページ等にホームペー

性

ジ等にホームページ等

低

にホームページ等に

よ

事

る情報提供、一よる情

そ

報提供、市よる情報提

の

供、市よる情報提供、

他

市よる情報提供、市よ

上

る情報提供、市よる情



3 頁

展

供の促進を図ります。

開

ないか等の検討を進め

平

ます。

行政改革事業 行

成

政改革事業 行政改革事

2

業

4年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

刊行物の適正な作成及び市民への閲 「平塚市庁内印刷物取扱要綱」によ 「平塚市庁内印刷物取扱要綱」によ
覧を進めるためのガイドラインとな り、庁内及び外部発注にて作成した り、庁内及び外部発注にて作成した
る「平塚市庁内印刷物取扱要綱」を 印刷物（刊行物）の適正な作成によ 印刷物（刊行物）の適正な作成によ
制定し、庁内及び外部発注にて作成 る省資源・省コスト化の推進を図る る省

５

資源・省コスト化の推

.

進を図る
した印刷物（

事

刊行物）の適正な作成

業

とともに、市民の利便

展

性向上のため とともに

開

、市民の利便性向上の

の

ため
による省資源・省

経

コスト化の推進を の情

緯

報提供の充実を図りま

平

した。 の情報提供の充

成

実を図りました。
図る

2

とともに、市民の利便

1

性向上の
ための情報提

年

供の充実を図りました

度

。

刊行物を含む印刷物

事

の取扱いについ 刊行物

業

を含む印刷物の取扱い

分

につい 刊行物を含む印

平

刷物の取扱いについ
て

成

は、「平塚市庁内印刷

2

物取扱要綱 ては、「平

2

塚市庁内印刷物取扱要

年

綱 ては、「平塚市庁内

度

印刷物取扱要綱
」に基

事

づいて行われるよう、

業

今後と 」に基づいて行

分

われるよう、今後と 」

平

に基づいて行われるよ

成

う、今後と
も庁内への

2

周知を進めていく必要

3

が も庁内への周知を進

年

めていく必要が も庁内

度

への周知を進めていく

事

必要が
あります。 あり

業

ます。 あります。

現状

分

の規模で継続 現状の規

進

模で継続 現状の規模で

捗

継続

現在印刷物として

状

市民に提供してい 現在

況

印刷物として市民に提

主

供してい 現在印刷物と

な

して市民に提供してい

取

る刊行物については、

組

その印刷枚数 る刊行物

と

については、その印刷

成

枚数 る刊行物について

果

は、その印刷枚数
総量

検

を減らすとともに、市

証

のホーム 総量を減らす

結

とともに、市のホーム

果

総量を減らすとともに

平

、市のホーム
ページや

成

ＣＤなどの電子媒体を

2

利用 ページなどの電子

3

媒体を利用した提 ペー

年

ジなどの電子媒体を利

度

用した提
した提供手段

へ

への転換できるものは

の

供の促進を図ります。
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そ

ページ開設に向けて、

の

25件の情報宅配便を

他

実施しました。

Ａ：成

　

果があがった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

情報

種

宅配便推進事業

市民部

類

　協働推進課

00－x ハxxxxx－xx00 ー00 ○ ●

11 市民と市

ド

がコミュニケーション

ソ

を重ね、相互の信頼関

フ

係を深めるために
行政

ト

改革の
01 市民と市が

根

コミュニケーションを

拠

重ね、相互の信頼関係

法

を深めるために
位置付

令

け
01 行政情報の共有

等

市民

□ □ □ □

行政情報

対

をわかりやすく提供す

象

ることにより、市民と

・

市の協働 わかりやすい

受

行政情報を提供するた

益

め、市民の要請により

者

職員
のまちづくりが一

事

層進展しています。 が

業

出向き、事業などを説

期

明するとともに意見を

間

交換します。

情報宅配

委

便メニューの検討回数

託

回

メニューの改訂、重

、

点メニュー（５項目）

協

の作成

2 2 2 2 2 2 2

働

2 2 2

- -

- - -

情報

【

宅配便実施件数 件

-

3

委

0 33 34 40 41 4

託

2 43

31 52 64

情

：

報宅配便参加者数 人

-

3

480 500 520 9

セ

50 960 970 98

ク

0

944 949 1,2

・

50

①：予定どおり

市

財

民活動団体、自治会等

団

に対し、福祉・健康に

企

関するもの11件、環

業

境に関するもの4件等

Ｎ

、計64件実施しまし

Ｐ

た。特に、地域情
報を

Ｏ

共有するためのホーム
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位

ュー改訂作

業及び重点

施

メニュ業及び重点メニ

策

ュ業及び重点メニュ業

へ

及び重点メニュ業及び

の

重点メニュ業及び重点

貢

メニュ業及び重点メニ

献

ュ

ーの作成 ーの作成 ー

高

の作成 ーの作成 ーの作

市

成 ーの作成 ーの作成

0

民

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

満

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

足

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

度

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

を

0

－ － －

0.25 0.

高

20 0.30 0.30

め

0.30 0.30 0.

る

30

0.00 0.00

方

0.00 0.00 0.

策

00 0.00 0.00

業

2,089 1,652

有

2,432 2,405

効

2,405 2,405

性

2,405

2,089

継

1,652 2,432

続

2,405 2,405

に

2,405 2,405

よ

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

市民の

る

知りたい行政情報をわ

成

かりやすく提供し、今

果

後も市民と行政との情

向

報共有を進めるため、

上

継続します。

タイムリ

の

ーなメニューの特出し

可

など、市民の知りたい

能

行政情報をわかりやす

性

く提供し、今後も市民

低

と行政との対話を含め

そ

た情報
の共有化を進め

の

ます。

市民活動団体と

他

行政との意見交換の充

事

実や、施策への反
映に

業

活かせるよう庁内への

の

周知に努めていきたい

目

。市民
が求めるメニュ

的

ーにない項目も柔軟に

､

対応していきたい
。

対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民と市の協働のまち

出

づくりを進めるため、

総

市民が求め
●■ る行政

合

情報を提供し、意見交

評

換が出来る場として必

価

要性

■ は高い事業です

市

。 ○
□
■ 市民からの意

民

見・提案等を施策に反

ニ

映できるものもあり
●

ー

■ 、市民の視点からま

ズ

ちづくりを進めるため

高

に有効性は高

□ い事業

事

です。 ○
□
■ わかりや

業

すい行政情報を提供す

目

るため、妥当性は高い

的

事
●

□ 業です。
○

□
○

の

□
■ 市民の希望する項

達

目にも柔軟に対応し効

成

率性は高い事業
○

□ で

状

す。
●

□
○

□

行政から

況

の情報提供にとどまら

必

ず、市民が求めるメニ

要

ューにない項目への対

性

応や、市民との対話の

市

機会をより多く設け、

の

市民意
見の反映に努め

関

ていきたいと考えてい

与

ます。

情報宅配便の実

の

施情報宅配便の実施情

必

報宅配便の実施情報宅

要

配便の実施情報宅配便

性

の実施情報宅配便の実

低

施情報宅配便の実施

、

事

メニュー改訂作、メニ

そ

ュー改訂作、メニュー

の

改訂作、メニュー改訂

他

作、メニュー改訂作、

上

メニュー改訂作、メニ



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

６分野６５項目メニューについて　 市民活動団体、自治会等に対し、地 市民活動団体、自治会等に対し、福
市民活動団体、自治会等に３１件実 域情報の共有に関するもの27件、福 祉・健康に関するもの11件、環境に
施をしました。内容は、福祉・健康 祉・健康に関するもの7件、環境に 関するもの4件等、計64件実施しま
に関するもの８件、環境に関するも 関するもの4件等、計５２件実施

５

を した。特に、地域情

.

報を共有するた
の７件

事

等となっています。 し

業

ました。 めのホームペ

展

ージ開設に向けて、2

開

5
件の情報宅配便を実

の

施しました。

市民が求

経

める内容とメニューが

緯

必ず 市民が求めるメニ

平

ューにない項目へ 行政

成

からの情報提供にとど

2

まらず、
しも一致する

1

わけではありませんが

年

の対応や、行政からの

度

情報提供にと 市民が求

事

めるメニューにない項

業

目へ
、メニューにない

分

項目での対応や市 どま

平

らず市民との対話の機

成

会をより の対応や、市

2

民との対話の機会をよ

2

民意見を施策に反映で

年

きるよう努め 多く設け

度

市民意見の反映に努め

事

てい り多く設け、市民

業

意見の反映に努め
てい

分

きます。 きたいと考え

平

ています。 ていきたい

成

と考えています。

現状

2

の規模で継続 現状の規

3

模で継続 現状の規模で

年

継続

タイムリーなメニ

度

ューの特出しなど タイ

事

ムリーなメニューの特

業

出しなど タイムリーな

分

メニューの特出しなど

進

、市民の意向に沿うよ

捗

う充実したメ 、市民の

状

知りたい行政情報をわ

況

かり 、市民の知りたい

主

行政情報をわかり
ニュ

な

ー構成を図っていきま

取

す。 やすく提供し、市

組

民と行政との対話 やす

と

く提供し、今後も市民

成

と行政と
を含めた情報

果

の共有化を進めます。

検

の対話を含めた情報の

証

共有化を進め
ます。

行

結

政改革事業 行政改革事

果

業 行政改革事業

平成23年度への
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そ

171 4,278,0

の

02

情報発信メール登

他

録者数 人

メールにより

　

情報を得た実人数（広

】

域発信システムのため

【

大磯町・二宮町を含む

協

）

3,000 3,20

働

0 4,700 10,5

：

00 10,500 10

】

,500 10,500

目

4,660 9,544

的

9,956

①：予定ど

・

おり

各種媒体の特長を

目

活かした情報提供を進

標

めました。ホームペー

事

ジのリニューアルでは

業

、改正JIS規格を踏

の

まえるとともに、デザ

概

インを全面的に見直し

要

て情報を探しやすくするなどの改善を図りました。広報紙については、全8ページ化や電子書籍版発信サ
ービスの拡充などを実施しました。また、地上デジタル放送データ放送での情報発信の準備を進めました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

広報

種

・情報提供充実事業

企

類

画部　広報・情報政策

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

1 市民と市がコミュニ

ソ

ケーションを重ね、相

フ

互の信頼関係を深める

ト

ために
行政改革の

01

根

市民と市がコミュニケ

拠

ーションを重ね、相互

法

の信頼関係を深めるた

令

めに
位置付け

01 行政

等

情報の共有

市民

□ ■ □

対

□

様々なメディアを活

象

用することにより、市

・

民に親しまれ、利用 広

受

報紙、ホームページ、

益

携帯電話、ＣＡＴＶ、

者

ＦＭ放送など各
しやす

事

い情報提供が行われて

業

います。 種メディアの

期

特長を活かし、利用者

間

の視点に立った情報提

委

供を
行います。

広報紙

託

発行数 部

広報紙の発行

、

部数（市内各家庭＋公

協

共機関配布数）

105

働

,000 108,00

【

0 113,000 11

委

3,000 113,0

託

00 113,000

1

：

08,600 113,

3

000

ホームページア

セ

クセス件数 件

市ホーム

ク

ページに訪問してきた

・

件数

4,000,00

財

0 4,000,000

団

4,230,000 4

企

,400,000 4,

業

500,000 4,6

Ｎ

00,000 4,60

Ｐ

0,000

4,214

Ｏ

,290 4,464,



2 頁

位

各種媒体の導善、各種

施

媒体の導善、各種媒体

策

の導善、各種媒体の導

へ

発信メール充実、メー

の

ル充実、地上電子書籍

貢

版充実、入・廃止の検

献

討 入・廃止の検討 入・

高

廃止の検討 入・廃止の

市

検討

地デジ対応検討 デ

民

ジタル放送対応デジタ

満

ル放送対応

0 0 0 0 0

足

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

度

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

を

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

高

0 0 0 0 0 0 0

－ － －

め

4.11 4.11 3.

る

71 3.71 3.71

方

3.71 3.71

0.

策

00 0.00 0.00

業

0.00 0.00 0.

有

00 0.00

34,3

効

44 33,945 30

性

,066 29,736

継

29,736 29,7

続

36 29,736

34

に

,344 33,945

よ

30,066 29,7

る

36 29,736 29

成

,736 29,736

果

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

各種媒

向

体の活用について、検

上

討を進めます。平成2

の

8年度のホームページ

可

のリニューアルに向け

能

て、準備を進めます。

性

広報紙での情報提供に

低

ついて、継続的改善を

そ

進めます。新たな媒体

の

の導入、効果が薄れた

他

媒体の廃止など、見直

事

しを進めます。
平成2

業

8年度のホームページ

の

のリニューアルに向け

目

て、準備を進めます。

的

各種広報媒体の特色を

､

活かした情報提供を効

対

率的・効果
的に行い、

象

費用対効果についても

､

検討したいと考えてい

内

ます。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民と行政がともに手

出

を携えてまちづくりを

総

進めていく
●■ ために

合

は、互いをより深く理

評

解し、共通の理解を持

価

つ必

■ 要があり、各種

市

媒体による積極的な情

民

報発信が必要です ○
□

ニ

。

□ 行政情報を積極的

ー

に、わかりやすく提供

ズ

することで行政
●■ 運

高

営の透明性を高めます

事

。

■ ○
□
■ 各種媒体を

業

活かして市政情報を提

目

供することにより、開

的

●
□ かれた市政を推進

の

します。
○

□
○

□
□ 各

達

種媒体の活用にあたっ

成

ては、媒体の特性に応

状

じて業者
●

□ 委託する

況

など効率化を図ります

必

。
○

■
○

□

各種媒体の

要

必要性や効率性を勘案

性

して、導入や廃止をし

市

ていく必要があります

の

。情報提供は、更なる

関

情報格差を生じさせな

与

いた
めにも、引き続き

の

広報紙を中心に進める

必

必要があります。

ＣＭ

要

Ｓ作成ガイドホームペ

性

ージ継続ホームページ

低

リニ広報紙の継続的改

事

広報紙の継続的改広報

そ

紙の継続的改広報紙の

の

継続的改

ライン運用、

他

情報的改善、情報発信

上

ューアル、広報紙善、



3 頁

展

ページのリニューアル

開

に向けて
、準備を進め

平

ます。

行政改革事業 行

成

政改革事業 行政改革事

2

業

4年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

視力の弱い方々のためホームページ 市民ニーズを捉えた各種情報媒体の 各種媒体の特長を活かした情報提供
の内容を合成音声によって読み上げ 特徴を活かした情報提供を行いまし を進めました。ホームページのリニ
る仕組みの構築、市民生活ガイドブ た。また、広報紙を新聞折り込みか ューアルでは、改正JIS規格を踏ま
ックの内容を更新するなど、市民ニ らポスティングによる全戸配布に切 え

５

るとともに、デザイン

.

を全面的に
ーズを捉え

事

た各種情報媒体の特徴

業

を り替え、広報紙の電

展

子書籍版をipad 見

開

直して情報を探しやす

の

くするなど
活かした情

経

報提供を行いました。

緯

やスマートフォンで読

平

めるようにし の改善を

成

図りました。広報紙に

2

つい
ました。 ては、全

1

8ページ化や電子書籍

年

版発
信サービスの拡充

度

などを実施しまし
た。

事

また、地上デジタル放

業

送データ
放送での情報

分

発信の準備を進めまし

平

た。

広報媒体は必要性

成

や効率性を勘案し 広報

2

媒体は必要性や効率性

2

を勘案し 各種媒体の必

年

要性や効率性を勘案し

度

て、精査、更新を行っ

事

ていきますの て、精査

業

、更新を行っていきま

分

すの て、導入や廃止を

平

していく必要があ
で、

成

種類としては増減があ

2

ります。 で、種類とし

3

ては増減があります。

年

ります。情報提供は、

度

更なる情報格
情報提供

事

手段として、広報紙に

業

より 情報提供手段とし

分

て、広報紙により 差を

進

生じさせないためにも

捗

、引き続
着眼して充実

状

を図っていきます。 着

況

眼して充実を図ってい

主

きます。 き広報紙を中

な

心に進める必要があり

取

ます。

現状の規模で継

組

続 現状の規模で継続 現

と

状の規模で継続

各媒体

成

の課題について検討し

果

ます。 広報紙の紙面充

検

実や各媒体の課題に 広

証

報紙での情報提供につ

結

いて、継続
また、広報

果

媒体の一つとして地上

平

デ ついて検討します。

成

的改善を進めます。新

2

たな媒体の導
ジタルデ

3

ータ放送発信環境を整

年

備し 入、効果が薄れた

度

媒体の廃止など、
ます

へ

。 見直しを進めます。

の

平成28年度のホ
ーム


	1 財政情報充実事業
	2 刊行物の作成適正化事業
	3 情報宅配便推進事業
	4 広報・情報提供充実事業

